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河川・道路等における電気通信技術

ダム制御装置道路・トンネル照明 道路情報表示板 レーダ雨量計（Ｃバンド、Ｘバンド）

ＣＣＴＶカメラ

多重無線装置

非常用発電設備

＜河川・道路等における主要な電気通信施設＞
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事務所

他機関

本局

ダム 無線
中継所

平時の施設点検・管理・観測、
災害時における通信・電源確保、情報発信

■ 国土交通省では、河川・道路等における電気通信施設として、道路・トンネル照明、ＣＣＴＶ
カメラ、多重無線装置、非常用発電機など多数設置、運用管理を行っている。

■これら電気通信施設は24時間365日稼働し、インフラ管理と安全・快適なインフラの提供に不
可欠な施設となっている。
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電気通信技術を取り巻く課題

電気通信技術を取り巻く現状認識

■ 国土交通省を取り巻く現状や「電気通信技術ビジョン３」における技術導入状況など、電気通
信技術を取り巻く現状を踏まえた課題を設定するとともに、経済社会情勢等を踏まえて、電気
通信技術を取り巻く新たな潮流を設定することで、課題への方向性の明確化を図る。

①災害時における迅速かつ高度な
情報共有環境の構築

・統合ネットワークは、光ファイバ切断
時に確実な映像共有ができない。

・現行の境界型セキュリティ対策等では
外部接続の利便性が向上しない。

②災害時の広域的なリアルタイム
情報収集手段の確保

・直轄管理エリアから離れると、自営通
信網までの通信手段の確保が困難。

・複数の災害現場の情報収集手段を迅速
に構築できない。

③施設管理の働き方改革と対応の
迅速化・高度化

・ＣＣＴＶカメラ映像は大幅に増大した
が、有効情報を適切に抽出できない。

・施設管理は、24時間遅滞なく操作を行
う担当者の負担が大きい。

④デジタル化の恩恵を享受できるＤＸ利用環境の構築

・デジタル化しても容易に仮想空間上で利用できないため、
３次元データの利用が進まない。

・電気通信施設運用のＤＸによる効率化が進んでいない。

⑤電気通信施設のカーボンニュートラルの対応

・省エネルギー化、再生可能エネルギーは、脱炭素化の効
果、導入コストがボトルネックとなり、本格的な導入は
道路・トンネル照明のＬＥＤ化に限られている。

＜電気通信施設における取組状況＞

＜国土交通省を取り巻く現状＞

・ＣＣＴＶカメラの全国整備
・ＡＩ事象検知の導入開始

・道路・トンネル照明のＬＥＤ化を推進
・公共インフラへの管理用水力発電、太陽光発電の展開

・労働力減少、少子高齢化
・テレワーク、働き方改革の推進

・政府目標設定「2050年のカーボンニュートラル実現」
・公共インフラのライフサイクル全体の脱炭素化の推進

・大規模地震等の想定
・災害の激甚化、頻発化

・全国統合ネットワーク整備
・自治体、他機関接続の推進

・100GbpsＤＸネットワーク、
ＤＸルーム等の全国整備

・アセットマネジメント
（予防保全の導入等）

・毎年多くの自然災害が発生
・日本初の大規模停電

・政府によるデジタル化推進
・国土交通省インフラＤＸ推進

・インフラ長寿命化計画
（予防保全への転換等）
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・境界型セキュリティ
対策の徹底

・ヘリサット、Car-SAT
等の全国配備

電気通信技術を取り巻く現状認識と課題



情報通信技術の発展

デジタル化、ＤＸの推進

電気通信施設の高度化

・新型コロナウィルス感染症により、新たな生活様式が浸透
（リモート会議、遠隔診療、自動化ロボット利用等が加速）

・メタバース、デジタルツインの概念の提唱
（ＡＲ/ＶＲ/MRウェアラブル端末、自動化ロボットの製品化）

・Web3.0の提唱（ブロックチェーン、NFT技術のサービス化）

地球温暖化対策の推進

・世界各国におけるカーボンニュートラルの目標設定
・民間企業によるESG投資（環境、社会、企業統治を考慮して

行う投資）の拡大
・新技術の開発（太陽光発電と商用電源のハイブリッド電源施
設、高効率な太陽光発電、新たな蓄電池、水素燃料電池等）
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・単一の通信基盤を仮想的に
分割し、多様なサービスを
提供できるスライシング技
術の実用化。

・ローカル５Gの無線規格化。
・MEC技術による低遅延化。
・省電力、長距離伝送である
LPWA無線通信の実用化。

・高精細カメラ、レーザ内臓
カメラ等による高性能化。

・ＡＩ内蔵型カメラ、カメラ
付き照明等による複合化。

・ＡＩ画像認識を活用した事
象検知や交通量観測の活用
を開始。

・今後適用範囲の拡大に期待。

衛星コンステレーション、ＡＩ、ヒューマン型ロボット、
自動運転、物流ドローン、量子コンピュータ等

・全てのアクセスを信用せ
ず安全性を検証するゼロ
トラスト対策が主流に。

情報セキュリティ対策

・容量不足・通信遅延等の衛星の課
題を解決する衛星コンステレー
ション運用開始。

イノベーションによる革新的な技術開発

・ＡＩ（人工知能）は、アート生成、
自動会話など、人固有の能力と考
えられてきた分野まで到達。

・新型コロナウイルス感染
症の拡大等による世界的
な半導体不足、物価高騰。

半導体不足、物価高騰

＜電気通信技術を取り巻く課題＞

①災害時における迅速かつ高度な
情報共有手段の確保

②災害時における広域的リアルタイム
情報収集手段の確保

③施設管理における働き方改革と
管理の 迅速化・高度化

④デジタル化の恩恵を享受できる利活用環境の構築 ⑤電気通信施設のカーボンニュートラルの対応

電気通信技術を取り巻く経済社会情勢の新たな潮流

電気通信技術を取り巻く経済社会情勢の新たな潮流
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電気通信技術により新たな価値を目指す重点分野

＜電気通信技術を取り巻く課題＞

①既存通信基盤の高度化等による
多様な情報共有環境の実現

・衛星コンステレーションの統合利用、
無線回線の大容量化等による災害時の
確実な映像等の情報共有手段の確保。

・最新の通信制御技術等により、外部接
続等の利便性の向上と内部セキュリ
ティの両立を実現。

②新たな無線技術等による災害時の
広域的な情報収集手段の実現

・長距離伝送等が可能な無線技術による
広域的情報や高性能センサ情報等によ
り広域的な情報収集手段を実現。

・衛星系、地上系の防災通信機器の機動
性、運用性を向上させ、面的展開を可
能とする情報収集手段を実現。

③人とＡＩの協働による新たな業務
スタイルの確立

・ＡＩ事象検知等を様々な分野で日常的
に利用できる環境を構築し、新たな業
務スタイルを確立。

・ＡＩ自動化、遠隔制御等による施設管
理の実現によって、施設操作の迅速化、
人的ミスの大幅な軽減を実現。

④高速ＤＸネットワークによる場所を選ばない
仮想空間利用環境の構築

・高速ＤＸネットワークを最大限活用し、容易に
仮想空間が利用できる環境を構築。

・電気通信施設において、施設点検データベース
化、リモートメンテナンス等のＤＸを推進。

⑤電気通信施設の省エネルギー化と未利用
資源の最適利用による脱炭素化の推進

・各電気通信施設について、新たな技術開発によ
る省エネルギー化を推進。

・公共インフラに再生可能エネルギーを展開、最
適利用を行うことで脱炭素化を推進。

①災害時における迅速かつ高度な
情報共有手段の確保

②災害時における広域的リアルタイム
情報収集手段の確保

③施設管理における働き方改革と
管理の 迅速化・高度化

④デジタル化の恩恵を享受できる利活用環境の構築 ⑤電気通信施設のカーボンニュートラルの対応

新たな価値の創造

④経済の好循環を支える基盤整備
⑤デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）
⑥脱炭素化・インフラ空間の多面的な利活用による生活の質向上

①防災・減災が主流となる社会の実現
②持続可能なインフラメンテナンス
③持続可能で暮らしやすい地域社会の実現

「第５期国土交通省技術基本計画」における重点分野
整合性の確保

情報通信技術の発展 電気通信施設の高度化イノベーションによる革新的な技術開発

電気通信ビジョン４における取り組みの方針



■電気通信技術の活用効果が高いと考えられる通信基盤、センサ、ＡＩ関連の３つを優先テーマ
として設定するとともに、横断的な取り組みであるＤＸ、GX関連の２つを横断的テーマとし
て設定して、その特性にあわせて、取り組みを効率的・効果的に推進する。

優先的に取り組む技術テーマ（優先テーマ）

①全国100Gbps統合ネットワークを
基盤としたネットワーク機能強化

・柔軟に展開可能な衛星コンステレー
ションの統合化利用や既存通信（多重
無線回線、光ファイバ回線）の大容量
化など、最新技術の活用による統合
ネットワークの機能強化

・障害時の最適な自動迂回など、通信制
御技術の高度化やセキュリティ対策の
強化 等

②外部利用を想定した共通プラット
フォームによる情報連携強化

・地方自治体、防災関係機関等との相互
接続の拡大やネットワーク設定、機器
等の共通化による情報連携の強化

・災害時に住民が安定的に利用可能なス
マートコミュニティ環境の構築 等

③センサネットワークによる広域
的な情報収集の実現

・簡易センサネットワークを活用した広
域情報収集や高機能センサによる高度
な事象検知のための技術開発を推進

・統合ネットワークに各センサネット
ワークを接続し、全国で閲覧・分析す
る全国センサネットワークを構築

・高度な施設管理や地方自治体等への情
報提供に活用 等

④機動性の高い防災情報収集・
共有環境の構築

・機動性の高い衛星防災通信や現地で面
展開可能が可能な地上系防災通信の機
能向上に関する技術開発を推進

・現地で統合ネットワークに簡易に接続
可能な無線アクセスポイントを構築
等

⑤ＡＩ事象検知の利活用対象拡大
と高精度化

・災害事象や不正侵入など、新たなＡＩ
検知技術の開発による利活用対象拡大

・映像・センサを組合せたＡＩカメラに
よる検知の高度化

・学習データや実証環境の提供による官
民連携、夜間・天候等への対応、映像
鮮明化技術の活用など、ＡＩ検知精度
の向上に向けた技術研究開発を推進 等

⑥ＡＩ技術等を活用したインフラ
管理の遠隔化・自動化

・人の判断を伴う管理施設の遠隔監視・
制御の信頼性向上やドローン等による
安全確認に関する技術研究開発を推進

・管理施設の遠隔制御、ＡＩ自動制御等
の併用に対応した高度な施設制御の技
術研究開発を推進 等

（２）センサネットワークによる災害に
強い安全安心な未来社会の実現

（３）ＡＩ活用による革新的なインフラ
管理への転換とサービス向上

（１）国内有数の通信基盤を活用した
次世代統合ネットワークの構築
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取り組みを推進する技術テーマ



⑦3次元データ等を日常的に利活用できる環境の構築

・高速・大容量・低遅延の全国ＤＸネットワークの整備を推進
・仮想空間上で容易に３次元データを利活用できるコンテンツ利活用環境の構築やNFT技術活用を推進 等

⑧ＤＸによる電気通信施設の最適メンテナンス

・施設・点検データの一元管理、ＡＩ分析等を活用した施設点検の高度化や官民共同利用のシステム構築を推進
・遠隔地からのロボット操作や作業者への遠隔指示等によるリモートメンテナンスを推進 等

（４）最先端ＤＸによる施設管理の効率化・高度化
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⑨省エネルギー型電気通信施設の展開、一元管理による電力利用効率化

・低消費電力の電気通信施設（道路・トンネル照明のLED化等）の導入やセンサ検知型照明による節電など、省エネルギー型電
気通信施設の新たな技術研究開発を推進

・電力エネルギーネットワークの構築による電力利用の効率化を図るため、電力量等を一元管理する仕組みの構築を推進 等

⑩再生可能エネルギーの展開と有効活用等による脱炭素化

・未利用地、未利用資源を活用した太陽光発電等の再生可能エネルギーの展開と電力託送等による電力の有効利用等を推進
・ピーク電力や非常用発電等の脱炭素化を図るため、水素燃料等の新エネルギーや蓄電エネルギー等の新技術開発を推進
・災害時に電力供給を行える再生可能エネルギーの「電源スポット」を構築するなど、災害時における電源提供手法の確立 等

（５）公共インフラ分野のGX

横断的に取り組む技術テーマ（横断的テーマ）

取り組みを推進する技術テーマ



予め設定した迂回経路により
自動迂回

ネットワークを常時監視して
最適、高速に自動迂回

■ 災害時には、映像による確認、テレビ会議が標準となるなど、通信回線は信頼性の確保とと
もに大容量通信が前提となっており、各機関、自治体等との連携拡大も求められている。

■ 全国100Gbps統合ネットワークを基盤として、衛星コンステレーション等の新たな通信技術
や既存自営通信網による機能強化を図るとともに、新たな通信経路制御技術の導入等による
自動迂回や外部通信の切り分け等を実現するための技術研究開発を推進する。

・災害時の光ファイバ(大容量通信)
補完のため、衛星コンステレー
ション等の最新技術について統
合ネットワークとの連携・統合
利用に係る技術検証等を推進。

＜ネットワーク状態監視（イメージ）＞・無線による大容量通信や災害時
の無線通信の信頼性向上のため、
光ファイバ回線、多重無線回線、
５GHz帯無線通信の大容量化、
最適利用等を推進。

＜衛星コンステレーション（イメージ）＞

次世代統合ネットワークの構築

・光ファイバ、多重無線回線や衛
星等サービス回線との障害時の
最適な自動迂回やスライシング
など、ネットワークの通信経路
制御の高度化に係る技術検証等
を推進。

＜既存ネットワークの大容量化＞

次世代統合ネットワークの運用高度化

これまで これから

障害

迂回は固定 全迂回路を柔軟活用

障害

8

・ゼロトラストを前提とした不正
アクセス防止など、情報セキュ
リティと利便性向上の両立に向
けた技術導入を推進。

①全国100Gbps統合ネットワークを基盤としたネットワークの機能強化

出典：TESLARATIホームページ 出典：JAXAホームページ

情報セキュリティ対策の強化

最新通信技術の統合化利用 通信経路制御の高度化

既存通信の機能強化(自営網)



・国土交通省の統合ネットワーク
を通信基盤として、国土交通省
内、施設管理者、地方自治体※、
防災関係機関等とのネットワー
クの相互接続を推進。
※現在、自治体(約1,700)の7割と接続済み。

■ 災害時には大規模な商用停電・民間通信の途絶等が想定されることから、施設管理者、防災
機関や地方自治体等と災害時にも確実に活用できる通信手段の構築が必要となっている。

■ このため、国土交通省の統合ネットワークを通信基盤とした組織間の相互接続や災害時の住
民利用等を可能とするため、ネットワーク設定、利用アプリ等の共通化やセキュアな通信利
用環境構築など、共通プラットフォームの構築に関する技術開発、技術導入を推進する。

・映像のエンコーダ方式等の設定
等の共有化等による利用基盤構
築を図るための技術検証を推進。

・各組織に応じて共有映像を設定
管理するなど、映像情報の共有
アプリに関する技術開発を推進。

港湾・空港
事務所

各施設管理者
防災機関

河川・道路
事務所

機関出先
（災害派遣部隊等含）

共通プラットフォーム
(ネットワークを相互接続、どこでも利用可能)

・災害時に住民等が安定的に利用
可能な「スマートコミュニティ
環境」構築に向けて、無線アク
セスポイントの構築や仮想化技
術、不正アクセス監視技術等の
利便性とセキュアな接続を両立
するための技術研究開発を推進。

組織間における相互接続の拡大

・民間回線に依存せず機能する共通
プラットフォームを構築し、リア
ルタイム映像、テレビ会議等を円
滑かつセキュアに実現するための
ネットワーク設定等の共有化に関
する技術検討等を推進。

＜防災センター等の統合機能向上＞

＜共通仕様の機器、アプリ（イメージ）＞

各事務所

本省
本局

県
防災機関

河川・道路
事務所

市町村

施設管理者
出先

地域・流域等エリア

施設管理者、防災機関等との連携（イメージ）

地方自治体等との連携（イメージ）

本省
本局
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②外部利用を想定した共通プラットフォームによる情報連携強化

無線アクセス
ポイント(AP)

共通機器・アプリ等の共通化

災害時に住民等も利用可能となる
スマートコミュニティ環境の構築

ネットワーク設定等の共有化

災害時等のスマートコミュニティ環境の構築



・地域エリアの簡易センサ情報と
施設管理エリアの高性能センサ
情報を一元的に統合管理するた
めの技術研究開発の推進。

・効率的な情報収集や提供方法に
関する技術検討を推進。

・自動巡回機能等を有した高性能
センサ、高性能カメラ等の活用
による新たな事象検知手法の技
術検証を推進。

・最新無線技術によるドローン遠
隔操作環境構築など、多様な情
報収集手段の技術検証を推進。

・面的なセンサ設置を省電力、低
コストで実現するセキュアな簡
易センサ※や浸水、土砂崩落、
不法投棄等の目的に応じて、状
況把握や予兆検知できるセンサ
等の技術研究開発を促進。

・ＬＰＷＡ等の遅延を許容した長
距離無線通信など、省電力、小
型化が可能な新たな無線通信に
関する技術検証・導入を推進。
※令和4年度全国5箇所で実証実験中。

簡易センサ等による広域情報収集

統合データ管理システム

統合データ管理システムの構築

簡易センサ、高機能センサ等の広域展開

簡易センサ（画像）

■ 直轄の施設管理エリアにおいては、光ファイバが敷設され、ＣＣＴＶカメラ等による情報収
集が可能であるが、地域エリアの被災情報等の面的な情報収集が困難となっている。

■ このため、施設管理エリアにおいて高性能センサによる新たな高度管理の技術検証を図ると
ともに、長期間稼働等をコンセプトとしたセキュアな簡易センサネットワークの技術検証を
進め、これらの情報のデータ管理統合化を進めることで、広域情報収集環境の構築を図る。

高性能センサ等による高度管理

＜実用化されている簡易センサ（事例）＞

＜実用化されている簡易無線通信（事例）＞

LPWA

<高機能センサ、UAU自動制御（イメージ）>

レーザスキャナ一体型カメラ 無線回線構築によるUAV自動制御

AR水位重曹表示
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③センサネットワークによる広域的な情報収集の実現

全国センサネットワークの構築に
よる一元管理、情報共有

簡易センサ（変位）

地域エリア

簡易無線（LPWA、LTE等）

直轄エリア

簡易センサ（画像）

簡易センサ（浸水） UAV遠隔操作

高性能センサ
レーザスキャナ
高性能カメラ

地域エリア



・ドローン映像のリアルタイム配信等を行うための
機動性の高い衛星系通信や面的展開できる地上系
通信に関する機能向上、機器の小型・軽量化、自
営網へのアクセスポイントの無線化など、機動性
の高い防災通信構築に関する技術研究開発を推進。

・通信エリア内で確実に通信が行えるローカル５Ｇ
等について、被災現場等への迅速な展開や車載・
可搬による運用を可能とする技術研究開発を推進。

・ＡＩ被災画像抽出やＧＩＳと画角が連携した位置
特定等の技術開発により、迅速な画像位置特定、
表示等を実現する技術研究開発を推進。

■ 災害時には、民間事業者回線の提供停止や光ファイバ切断等が想定されることから、衛星
系・地上系の多様な手段による通信回線確保が重要課題となる。

■ このため、ドローン映像のリアルタイム配信等が簡易に行える機動性の高い衛星系防災通信
や被災現場の面的な通信環境構築を可能とする地上系防災通信、被災現場等における臨時回
線等の構築に関する技術研究開発を推進し、機動性の高い防災通信の実現を図る。

機動性の高い衛星系・地上系防災通信の構築

被災現場等における臨時回線構築

画像位置特定の自動化等による災害対応の迅速化

＜ドローンと衛星通信によるリアルタイム映像共有（イメージ）＞

移動式・可搬型無線
（ローカル５G等）

高信頼、低遅延無線
（ローカル５G等）

被災エリアにおける情報収集 復旧現場における通信エリア展開

被災現場、復旧現場等の臨時回線
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ＡＩ被災
画像抽出

GIS位置画
角等の照合

画像位置特定、表示等による機能向上

機動性の高い防災通信の構築

④機動性の高い防災情報収集・共有環境の構築

コンパクト
衛星アンテナ

エリア無線通信

車両の情報
ターミナル化

長距離移動通信

アドホック通信
（多段接続）

無線機の
小型・軽量化

固定衛星通信

移動衛星通信

機動性の高い衛星系通信 面的展開できる地上系通信

無線アクセス
ポイント(AP)



・ＡＩ事象検知は車両検知※が中
心となっているが、今後は土砂
崩落、浸水・越水や不正侵入等、
新たな検知技術開発による利活
用対象拡大を推進。

・ヘリサット、カーサットなどの
カメラ移動が伴う場合や管理用
ＣＣＴＶカメラの画角変更にお
いても事象検知が行えるための
技術研究開発を推進。
※車両検知装置 全国約1,300台整備

事象検知装置 全国約80台整備

＜高機能センサ、ＡＩ機能付きカメラ＞

■ ＣＣＴＶカメラ映像や各種センサなど、収集可能なデータは大幅に増大・多様化しているが、
有効情報を適切に抽出し、常時監視等に役立てることが困難となっている。

■ このため、収集データから担当者が判断しやすい情報に変換するＡＩ事象検知技術の利活用
対象拡大、多様なセンサの活用やＡＩ事象検知精度の向上に向けた技術研究開発を推進する。

ディープラーニング 普通車、大型車

誤検知

画像処理（動体検知）

・ＡＩ学習データの提供等による
検知精度の向上に向けた官民連
携による技術研究開発を推進。

・夜間、天候、レンズ汚れや軽微
なカメラ画角変更に対応するた
めのカメラ技術、画像鮮明化技
術等の技術研究開発を推進。

・個人情報等のマスク処理の自動
化や誤情報の自動検知等により
安全と情報の正確性を確保する。

・映像・センサ等複合情報のＡＩ
による一括検知や面的な事象分
析など、ＡＩ検知の複合化に関
する技術研究開発を推進。

＜ＡＩ学習による検知精度向上（イメージ）
＞

＜ＡＩ向けカメラ新技術（イメージ）＞

レンズ湿潤カメラ 照明用センサカメラ

雨天や
夜間検知
可能

レンズ処理ありレンズ処理なし

3次元スキャンセンサ ＡＩ機能付きカメ
ラ

ディープラーニング

ＡＩ画像処理

データ処理

データ利活用

車両認識 変位形状認識

データ公表等を想定した
ＡＩ事象検知精度の向上

職員利用 データ提供

ＡＩ分析結果の
表示・警報
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⑤ＡＩ事象検知の利活用対象拡大と高精度化

ＡＩによる事象検知精度の向上ＡＩ事象検知技術の利活用対象拡大

映像・センサによるＡＩ検知の複合化



・ダム、遊水地等の管理施設の遠
隔制御、ＡＩ自動制御等の併用
に対応した高度な施設制御の技
術研究開発を推進。

・雨量、河川水位等の予測値に基
づく自動制御等を行うためのＡ
Ｉ活用等の技術研究開発を推進。

・遠隔制御の信頼性向上のための
技術研究開発を推進。

・ＣＣＴＶカメラ、ドローン、ア
バター等による現場の安全確認
を確実に行うための技術研究開
発や警報設備等による住民への
確実な情報伝達を行うための技
術研究開発を推進。

＜管理施設の遠隔（自動）制御（イメージ）＞

・光ファイバ（自営網）の信頼性
向上のための通信技術、監視技
術等の技術研究開発を推進。

・通信回線・電源・セキュリティ
等が一体となった安全性向上対
策に関する技術研究開発を推進。

関連設備状態監視 警報設備操作
ダム施設 ダム管理用制御設備

遊水地施設 遊水地制御設備
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⑥ＡＩ技術等を活用したインフラ管理の遠隔化・自動化

監視用カメラ

放流警報設備

監視用カメラ

ＡＩ自動制御技術

ネットワークの
信頼性向上

遠隔監視技術 遠隔制御技術

ドローン、アバター利用

遠隔移動監視カメラ

360度カメラ

ＡＩ自動制御等による効率化遠隔監視・制御技術の向上

ネットワークの信頼性向上

■ ダム、遊水地、水門・樋門等の管理施設は、操作員の高齢化・不足等が顕在化する中で、近
年の局所的集中豪雨への対応など、夜間休日を問わず迅速かつ確実な操作が求められている。

■ 小規模な管理施設は、水位等に応じて自律的に動作する仕組みよる対策が進められているが、
人の判断を伴う高度な制御への対策として、遠隔監視・遠隔制御やＡＩ技術等を活用した自
動制御、ネットワークや機能の安全性・信頼性の向上に関する技術研究開発を推進する。



・ＶＲ／ＡＲ／ＭＲによる仮想空
間上やホログラムによる複合空
間上における３次元モデルの利
活用を推進するため、３次元モ
デル等の自動変換、重合せ等を
行うための技術研究開発を推進。

・ブロックチェーン技術（ＮＦＴ
等）を活用したデータ利活用の
技術検討を推進。

・BIM/CIM（点群、３Ｄモデル
データ等）と地形データ連携、
現地データ連携やＡＩ画像分析
など、データの有効活用を実現
するための技術研究開発を推進。

・高速・大容量・低遅延の全国Ｄ
Ｘネットワークやネットワーク
監視体制の構築、 ＤＸルームの
無線通信環境など、最新技術に
関する技術検証・導入等を推進。

仮想空間上のＤＸ利活用環境構築

＜仮想空間上のＤＸ利用環境構築（イメージ）＞

■ ＤＸ基盤として高速ＤＸネットワークの構築等が進められており、今後は、３次元モデル等
を住民説明、業務打合せなど、日常的にデータ利活用できる環境の構築を図る段階にある。

■ このため、引き続き高速ＤＸネットワーク等の基盤構築を進めるとともに、仮想空間上で容
易に３次元データを利活用できるコンテンツ利活用環境の構築や現実空間における仮想デー
タの利活用を推進するための技術研究開発、技術活用を推進する。

３Dモデル、現地データ等の連携

高速・大容量のＤＸ基盤整備

＜100Gbps高速ＤＸネットワーク（イメージ）＞

ＡＲ／ＶＲによる仮想空間利用（３Dモデルデータの重合せ）

BIM/CIM（点群、３Dモデルデータ等）

ＤＸ高速ネットワーク

現地データ
連携

地形データ
連携

ＡＩ分析・
特徴抽出

データ処理
サーバ

ＤＸルーム

100Gbps全国バックボーン

遠隔によるデータ分析・利用WDM装置
（波長多重分割装置）

14ホログラムによる複合空間利用（現場と３Dモデルの融合）

⑦３次元データ等を日常的に利活用できる環境の構築

北海道に延伸

トラヒックの想定
BIM/CIM : 40G/s
映像データ : 48G/s
(遠隔操作)

（同時に伝送）

仮想空間、複合空間による
３次元データ利活用



・適切なセキュリティ管理におい
て迅速な状態確認、機能復旧等
を実現するためのリモートメン
テナンス環境構築に関する導入
検証等を推進。

・災害時・障害時の遠隔地からの
ロボット操作や作業者への遠隔
指示による早期復旧等に関する
技術研究開発を推進。

・タブレット、ＱＲ入力など、点
検データの確実性・効率性を向
上させるための技術開発を推進。

・ドローン３D映像、360度カメラ、
ＡＩ分析活用による施設点検の
高度化に関する技術開発を推進。

・点検データと施設データを一元
化し、更新タイミング等を検討
するための技術研究開発を推進。

＜遠隔操作ロボット、スマートグラス等の利用＞

■ 電気通信施設の増大に伴い、日常的な運用管理の効率化、戦略的な維持更新計画の立案、適
切な施設・物品管理等が喫緊の課題となっている。

■ このため、タブレット等のモバイル端末やＡＩ等の解析技術を最大限に活用した施設点検、
点検データや常時監視データの一元管理による予防・予知保全の高度化、リモートメンテナ
ンスの推進など、最適なメンテナンスを実現する技術研究開発を推進する。

・予防・予知保全に資する電気通
信設備の稼働品質等の情報収集、
分析等に関する技術研究開発の
推進。

＜ＡＩ劣化診断例（発錆部抽出）＞

アセットマネジメントの運用 計画

実施

評
価

改善

施設点検ＤＸ・メンテナンス 常時データ配信

リモートメンテナンス
セキュリティ管理

データ分析
予知保全

コンデンサ等設備
の劣化予測

稼働品質情報
（一元管理）

情報アクセス管理

ＤＸによる施設管理

＜ＤＸ施設点検（イメージ）＞
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⑧ＤＸによる電気通信施設の最適メンテナンス

リモートメンテナンスの推進
ＡＩ分析等活用による施設点検

点検・施設データの一元管理 予防・予知保全の推進

ドローン、アバター利用



■ 直轄事業の公共インフラでは、道路・トンネル照明、情報板、サーバ等の電力消費が多い設
備を多数運用しており、カーボンニュートラル対応等が喫緊の課題となっている。

■ これら施設について、低消費電力化やセンサ活用による省エネルギー化や太陽光発電一体型
電気通信施設等の技術開発を推進するとともに、発電量や電力消費量を一括管理する「電気
エネルギーネットワーク」の構築による電力利用の効率化を推進する。
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⑨省エネルギー型電気通信施設の展開、一元管理による電力利用効率化

・「電力エネルギーネットワー
ク」を構築するため、発電量や
電力消費量等を統一的に収集す
るための通信・データ仕様等の
統一化を図るとともに、電力等
の一括管理を行うための集計・
分析ツールの技術開発、技術検
証等を推進する。

・低消費電力の電気通信施設（Ｌ
ＥＤ等) やセンサ型照明による節
電など、省エネルギー型電気通
信施設の新技術開発の推進。

・太陽光発電一体型の電気通信施
設の開発など、災害時にも対応
した設備等の新技術開発を推進。
＜ＬＥＤ道路照明、トンネル照明＞

＜センサ型、直流給電方式の照明システム＞

＜太陽光一体型電気通信施設＞

省エネルギー型電気通信施設の展開

■道路系電気通信施設

■河川系電気通信施設

電力エネルギーネットワークの構
築による総合的な電力利用効率化

省エネルギー型電気通信施設の
展開による電力利用効率化

ハイブリッド情報板

センサー照明

太陽光発電付きカメラ
高効率照明

水素燃料電池
併設情報板省電力カメラ

総発電量の集計発電状態の常時監視

運用の可視化

脱炭素の可視化

電力エネルギーネットワークの構築

＜電力利用等の一括管理（イメージ）＞

＜無線通信・データ収集（イメージ）＞



水素燃料電池、混焼発電等

H2

蓄電池（リチウム蓄電池等）

ピーク電力発電 非常用発電

⑩再生可能エネルギーの展開と有効活用等による脱炭素化

災害時の再生エネルギーの電力利用

無線中継所等

太陽光発電

平常時：再生可能エネルギー給電
災害時：非常用電源切換え

非常用発電機

水素燃料電池
水素発生装置

非常用発電機

新エネルギー、蓄電エネルギー等の活用

災害時におけるグリーン電源の提供

＜新エネルギーの非常用電源等への活用＞
現場等の
電気通信施設

庁舎等の
電気通信施設

水素燃料電池

17再生可能エネルギー電源スポット

風力発電太陽光発電 水力発電

電力託送

オフグリッド化

公共インフラへの再生可能エネルギーの展開

未利用資源の活用未利用地の活用

＜未利用地・未利用資源の活用＞

■ 公共インフラにおいては、未利用地、未利用資源が多く存在しており、カーボンニュートラ
ルの実現に向けた再生可能エネルギーの展開余地が大きい。

■ このため、公共インフラにおける現地特性等を活かした最適な再生可能エネルギーの展開を
図るとともに、発電されたエネルギーの有効活用を図る観点から、電力託送や新エネルギー、
蓄電エネルギー等のピーク電力、非常用電源への活用、災害時の有効利用等を推進する。

・公共インフラにおける未利用地、
未利用資源等を活用し、再生可
能エネルギーの展開と利活用を
推進。

・オフグリッド化、電力託送等に
よる電力の有効活用手法の導入
検討を推進。

公共インフラにおける再生可能
エネルギーの展開

・ピーク電力、非常用電源などの
脱炭素化を図るため、石油燃料
から水素燃料への転換や蓄電エ
ネルギー等の新技術導入に向け
た技術開発を推進。

新エネルギー、蓄電エネルギーの
ピーク電力、非常用電源への活用

・再生可能エネルギーの展開に併
せて、停電時に電力供給を行え
る「電源スポット」を構築する
など、災害時の電源提供手法に
関する技術研究開発を推進。

災害時における再生可能エネル
ギーの電源提供手法の確立



（１）民間企業・研究機関等と国の連携強化・技術開発促進

・実証フィールド提供、データ等の共有による技術開発促進
・助成制度の創設・活用
・共同研究開発の推進、コンソーシアムの設立、スタートアップ企業等との連携
・アジャイル型開発による調達を可能とするなど、新技術の導入促進のための契約制度検討

（２）制度・基準等の見直し・整備

・新技術導入に対応した制度・基準等の見直し・策定
・開発技術の国際標準化／標準的技術の利用

（３）コストの縮減、設備の長寿命化

・整備コスト、維持管理コストの縮減
・汎用機器の利用、リース・民間サービスの活用
・長寿命化に対応した、機器設計とメンテナンス手法

（４）人材育成・技術力の向上

・研修会、実技訓練等の実施
・ビジョン成果の公表、成果の社会への還元
・電気通信工事施工管理技士制度の活用

■ すべての技術テーマと併せて共通的に対応していく必要がある取り組みとして、産官学連携
や制度・基準、人材育成・技術向上等を推進することで、新たな技術の本格的な導入フェー
ズへの円滑な移行を図る。
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技術テーマの推進と併せて対応する取り組み

技術テーマの推進と併せて対応する取り組み
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（ 参 考 資 料 ）
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『国土交通省技術基本計画』

研究機関による計画、方針 事業・施策部局の計画、方針
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術
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究
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発

……

……

国民への成果、現場の改善

国土交通省技術基本計画等との関係



■ 以下の検討体制を構築することにより、電気通信技術ビジョンの策定及び推進マネジメントを
行っていく。

・ビジョン内容に対する助言

・最新技術動向等に関する提案

・個別テーマの推進に関する助言

・電気通信技術ビジョンの策定

・各テーマの項目・内容の設定

・各テーマの全体進捗確認

・ビジョン（案）の作成
・関係部局間の調整
・個別テーマの検討・推進

提案

・

助言

電気通信技術ビジョン委員会

電気通信技術ビジョンアドバイザー会議

幹事会

※ビジョンの策定後は、年１回程度、委員会・幹事会、アドバイザー会議を開催し、進捗確認、必要に応じ
た内容の見直しなどを行う。
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電気通信技術ビジョンの検討体制



電気通信技術ビジョン委員会

大臣官房技術審議官
大臣官房 技術調査課長
水管理・国土保全局 河川環境課長
道路局 国道・技術課長
関東地方整備局 企画部長
国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センター 情報研究官
大臣官房技術調査課 電気通信室長

電気通信技術ビジョンアドバイザー会議

岩船 由美子 東京大学 生産技術研究所 特任教授
衣川 勝也 富士通株式会社 社会システム事業本部 防災システム事業部 シニアディレクター
中村 英夫 日本大学 名誉教授
平城 正隆 一般社団法人 建設電気技術協会 専務理事
堀 宜幸 日本無線株式会社 ソリューション事業部 副事業部長
松本 隆男 東京電機大学 名誉教授
龍 智明 三菱電機株式会社 社会環境事業部 主席技師長

大臣官房技術調査課 課長補佐
総合政策局公共事業企画調整課 課長補佐
水管理・国土保全局河川環境課 河川保全企画室 課長補佐
水管理・国土保全局防災課 災害対策室 企画専門官
道路局国道・技術課 技術企画室 課長補佐
道路局国道・技術課 道路メンテナンス企画室 課長補佐
道路局環境安全・防災課 道路防災対策室 課長補佐
国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センター 社会資本情報基盤研究室 主任研究官
関東地方整備局 企画部 電気情報技術高度化調整官
大臣官房技術調査課 情報技術企画官 ※ テーマ内容に応じ幹事会に必要なメンバーを加える。

電気通信技術ビジョン幹事会
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委員会、幹事会、アドバイザー会議メンバー


